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Ⅰ　基本事項

事業費 1,195百万円 事業期間

地区の特徴

　田辺漁港は、和歌山市に次ぐ県下第２の都市である田辺市内に位置し、県
下第２位の陸揚量を誇る、流通拠点漁港として中心的な役割を果たしてい
る。当該漁港は、江川地区・戎地区・湊地区の３地区からなり、江川地区は
田辺圏域内の中型まき網漁業の基地港であり、中型まき網漁業によるさば、
あじ、いわし類の陸揚量が、当該漁港の陸揚量の９割以上を占めている。

２．事業概要

経営体 組合員数

当該地区は、主要な陸揚岸壁や防波堤等の耐震・耐津波性能が不足している
ため、大規模災害時において、漁業活動が長期間停止するおそれがある。こ
のため、当該施設の耐震・耐津波化対策を実施することにより、大規模災害
後の水産業の早期再開を図る。

人

主要工事計画

 ・江川西防波堤 （改良）L=546m（耐震・耐津波化）
 ・江川東護岸   （改良）L=407m（耐震・耐津波化）
 ・江川-3.5m岸壁（改良）L=291m (耐震・耐津波化）

トン

事業目的

隻

主な漁業種類 まき網、かつお一本釣、ひき縄釣等 主な魚種 さば類、あじ類、いわし類、かつお類、いさき

漁業経営体数 45

漁港施設機能強化事業

１．地区概要

146

百万円

登録漁船隻数 124 隻 利用漁船隻数 261

令3年度～令和8年度

都道府県名

陸揚金額 475

事業主体

事前評価書

和歌山県 関係市町村 田辺市

漁港名（種別） 田辺漁港（第３種） 漁場名 －

事業名

地区名 田辺
タナベ

（江川
エガワ

） 和歌山県

陸揚量 2,962
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Ⅱ　必須項目

（１）利用面、防護面、施工面等から適切な位置を選定するための地理的条件、自然条件に関する基本的な調査

既存資料や地質調査を基に、地震・津波に対する機能診断及び津波シュミレーションを行っ
ており、基本的な調査は実施済み

４．事業を実施するために必要な調整

田辺市水産関係部局と事前調整済み

　田辺圏域の流通拠点である当該地区は、今後３０年内の発生確率が７０～８０%程度と想定
される南海トラフ地震の南海トラフ地震防災対策推進地域に指定されているが、主要な陸揚
岸壁である江川-３．５m岸壁や、主要な防波堤等の江川西防波堤、江川東護岸の耐震・耐津
波性能が不足しており、大規模災害時において、漁業活動が長期間停止するおそれがある。
　このため、大規模災害後の水産業の早期再開を図るため、当該施設の耐震・耐津波対策を
実施する必要がある。

①　計画事業費　1,195百万円 （採択要件：5千万円以上20億円未満）
②　漁港種別　　 第３種漁港（昭和26年8月21日に指定）

（２）関係都道府県、関係市町村、関係部局（隣接海岸、道路、河川、港湾、環境等）との事前調整

３．事業を実施するために必要な基本的な調査

２．事業採択要件

１．事業の必要性

現在の漁港の利用状況を踏まえ、将来的な施設利用の見込みに関する基本的な調査は実施済
み

防波堤、岸壁等の改良にあたり、水質等に与える影響については把握済み

費用便益比　B/C： 4.89

５．事業の投資効果が十分見込まれること

（１）地元漁業者、地元住民等との調整

（３）自然環境、生活環境等の周辺環境及びそれに与える影響の把握

和歌山南漁業協同組合と事前調整済み

※別紙「費用対効果分析集計表」のとおり

（２）施設の利用の見込み等に関する基本的な調査
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Ⅲ　優先配慮項目

Ⅳ　総合評価

水産物流通量等の拡大・安定化や効率
化、水産物の販路や輸出拡大等

加工場等関連産業の集積、雇用者数増
加、交流人口の増加等

循環型社会の構築

他計画との整合

他事業との調整・連携

リサイクルの促進等

コスト縮減対策

地域の水産関連計画等との整合性及び地元調整

環境保全効果の持続的な発揮

定期船の安定運航

－

災害時の緊急対応

就労改善等

生産量等の拡大・安定化や効率化等

他事業との調整・連携

漁家経営の安定
（水産物の安定供給）

水域環境の保全・
創造

安全・安心な水産
物提供

漁業活動の効率化

生活者の安全・安
心確保

品質確保

労働環境の向上

生活

水産資源の保護・
回復

－

消費者への安定提供

漁港機能の強化

水産資源の維持・保全

資源管理諸施策との連携

　当該地区は、和歌山県で第２位の陸揚量を誇る流通拠点漁港として重要な役割を担っている
が、今後３０年以内の発生確率が７０～８０％程度と想定される南海トラフ地震に対して、主要
な防波堤、岸壁等の耐震・耐津波性能が不足していることから、大規模災害時において、漁業活
動が長期間停止するおそれがある。
　当該事業は、防波堤、岸壁等の耐震・耐津波対策を実施することにより、大規模災害後の水産
業の早期再開を図るものであり、費用便益比率も１．０を超えていることから、事業の実施は妥
当であると判断される。

生
産
力
の
向
上
と
力
強
い
産
地
づ
く
り

評価指標
分類項目

中項目

計画時におけるコスト縮減対策の検討

評価

－

－

生産量の増産（持続・増産・下降抑制）

生産コストの縮減等（効率化・計画性 の向上）

水質・底質の維持・改善

Ｂ

Ａ

－

Ｂ

－

－

Ｂ

－

－

大項目

Ａ

－

－

－
生産

小項目

有
　
　
効
　
　
性

漁業の成長力強化

漁業の生産性向上

水産物流通に与え
る効果

地域経済に与える
効果

－

－

効率性

陸揚げ
荷捌き
集出荷
流　通
加　工

事
業
の
実
施
環
境
等

環境への配慮 生態系への配慮等 Ｂ

多面的機能発揮に向けた配慮 多面的機能の発揮 Ｂ
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大項目 小項目

水産資源の維持・
保全 －

資源管理諸施策と
の連携 －

生産量の増産（持
続・増産・下降抑
制）

－

生産コストの縮減等
（効率化・計画性 の
向上）

－

水質・底質の維持・
改善 －

環境保全効果の持
続的な発揮 －

品質確保 －

消費者への安定提
供 －

漁業活動の
効率化

漁港機能の強化
防波堤、岸壁等の耐震・耐津波化により、漁業活動の安定
が図られ、流通拠点としての機能強化が期待されることか
ら、「B」と評価した。

Ｂ

労働環境の
向上

就労改善等 －

定期船の安定運航 －

災害時の緊急対応

・防波堤、護岸等の耐震・耐津波化により、津波の浸水深
低減及び到達時間遅延を図ることができ、漁業関係者、地
域住民等の生命・財産を防護することから、「Ａ」とした。
・主要な陸揚げ岸壁の耐震・耐津波化により、地震津波に
よる被災後の水産業の早期再開が可能となることから、
「Ａ」とした。

Ａ

漁業の生産
性向上

生産量等の拡大・
安定化や効率化等 －

水産物流通
に与える効
果

水産物流通量等の
拡大・安定化や効
率化、水産物の販
路や輸出拡大等

－

地域経済に
与える効果

加工場等関連産業
の集積、雇用者数
増加、交流人口の
増加等

－

効
率
性

計画時におけるコス
ト縮減対策の検討

防波堤、岸壁等の耐震化について、既存施設を活用するこ
とにより、コスト縮減を図ることとしていることから、「B」とし
た。

Ｂ

地域の水産関連計
画等との整合性及
び地元調整

国土強靭化計画と整合し、和歌山県の防災・減災対策であ
る「津波から『逃げ切る！』支援対策プログラム」を推進する
事業であることから「A」とした。

Ａ

他事業との調整・連
携 －

リサイクルの促進等
整備にあたって、リサイクル材の活用が見込まれ、持続可
能な環境保全が期待されることから、「B」評価とした。 Ｂ

生態系への配慮等
整備にあたり、生態系への影響を与えないよう周辺環境に
十分配慮した施工を行うことから、「B」評価とした。 Ｂ

多面的機能の発揮
防波堤等の整備は、漁港背後地の津波浸水被害の低減に
つながることが期待されるため、「B」評価とした。 Ｂ

事
業
の
実
施
環
境
等

環境への配慮

多面的機能発揮に向けた配慮

コスト縮減対策

他計画との整合

他事業との調整・連携

循環型社会の構築

生産力の
向上と力
強い産地
づくり

生産

水産資源の
保護・回復

漁家経営の
安定（水産
物の安定供
給）

水域環境の
保全・創造

陸揚げ
荷捌き
集出荷
流　通
加　工

安全・安心
な水産物提
供

生活
生活者の安
全・安心確
保

有
　
　
効
　
　
性

多段階評価の評価根拠について

都道府県名：和歌山県 地区名：田辺（江川）

分類項目

評価指標 評価根拠 評価

中項目

漁業の成長力強化
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１　基本情報

２　評価項目

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

計（総便益額）　　　　　　Ｂ 千円

総費用額（現在価値化）　　Ｃ 千円

費用便益比　　　　　　　　Ｂ／Ｃ

３　事業効果のうち貨幣化が困難な効果

⑩自然環境保全・修復効果

4,599,004

⑭その他　（残存価値）

4.89

940,718

地域産業の活性化

自然保全・文化の継承

⑦漁業外産業への効果

⑧生命・財産保全・防御効果　※1

⑨避難・救助・災害対策効果
非常時・緊急時の対処

・漁業関係者、地域住民、来訪者等の津波避難意識の向上に繋がる

4,011,338

587,666

便
益
の
評
価
項
目
及
び
便
益
額

①水産物生産コストの削減効果

②漁獲機会の増大効果　

③漁獲可能資源の維持・培養効果

費用対効果分析集計表

都道府県名

事業名

地区名 田辺（江川）和歌山県

漁港施設機能強化事業 50年施設の耐用年数

漁業就労環境の向上 ⑤漁業就労環境の労働環境改善効果

その他

⑪景観改善効果

⑫地域文化保全・継承効果

⑬漁港利用者の利便性向上効果

⑥生活環境の改善効果

評価項目

水産物の生産性向上

便益額（現在価値化)

④漁獲物付加価値化の効果

生活環境の向上



 

江川-3.5m岸壁 

江川西防波堤 

江川東護岸 

事業主体： 和歌山県 

主要工事計画：江川西防堤 546m、 

江川東護岸 407m、 

          江川-3.5m 岸壁 291m 

事業費：1,195 百万円 
事業期間：令和 3年度～令和 8年度 

漁港施設機能強化事業 田辺（江川）地区 事業概要図【整理番号１】 

Ｓ

Ｎ

田辺地区 
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田辺地区漁港施設機能強化事業の効用に関する説明資料 

１．事業概要 

（１）事業目的 ： 当該地区は、主要な陸揚岸壁や防波堤等の耐震・耐津波性能が不足しているため、  

大規模災害時において、漁業活動が長期間停止するおそれがある。このため、当該 

施設の耐震・耐津波化対策を実施することにより、大規模災害後の水産業の早期再 

開を図る。 

（２）主要工事計画 ： 江川西防波堤（改良）L=546.0m、江川東護岸（改良）L=407.0m 

江川-3.5m 岸壁（改良）L=291.0m 

（３）全体事業費 ： １,１９５百万円          

 

（４）工期 ： 令和３年度～令和８年度      

２．総費用便益比の算定  

（１）総費用総便益比の総括 

      「水産基盤整備事業費用対効果分析ガイドライン」（令和２年５月改定 水産庁）及び同「参考資料」 

   （令和２年５月改定 水産庁）等に基づき算定 

区分 算定式 数値 

総費用（現在価値化） ①  940,718（千円） 

総便益額（現在価値化） ②  4,599,004（千円） 

総費用総便益比 ②÷① 4.89 

 

（２）総費用の総括 

施設名 整備規模 
事業費 

（千円） 

江川西防波堤（改良） L=546.0m 534,600 

江川東護岸（改良） L=407.0m 134,200 

江川-3.5m 岸壁（改良） L=291.0m 525,800 

計 1,194,600 

維持管理費等 55,000 

総費用（消費税込） 1,249,600 

内、消費税 113,600 

総費用（消費税抜） 1,136,000 

現在価値化後の総費用 940,718 

 

 

（３）年間標準便益 

 

区分
効果

生命・財産保全・防御効果 181,184 物的被害の低減

避難・救助・災害対策効果 26,544 漁業生産被害の軽減　：13,149

漁港施設被害の軽減　：13,395

合計 207,728

年間標準便益 効果の要因
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（４）費用及び便益の現在価値算定表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理のため、各項目の和は必ずしも合計とはならない。 

事業費

（税抜）

現在価値
（維持管理

費含む）

生命・財産保全
・防御効果

計 現在価値
（千円）

③ ①×②×③
物的被害
の軽減効果

施設被害
の軽減

漁業生産
被害の
軽減効果

④ ①×④

0 2 1.000 1.000

1 3 0.962 1.000 33,000 30,000 28,860

2 4 0.925 1.000 143,000 130,000 120,250

3 5 0.889 1.000 231,000 210,000 186,690

4 6 0.855 1.000 242,000 220,000 188,100

5 7 0.822 1.000 275,000 250,000 205,500

6 8 0.790 1.000 270,600 246,000 194,340

7 9 0.760 1.000 1,100 1,000 760 336,807 24,900 24,443 386,149 293,473

8 10 0.731 1.000 1,100 1,000 731 336,840 24,902 24,445 386,187 282,303

9 11 0.703 1.000 1,100 1,000 703 335,855 24,829 24,374 385,059 270,696

10 12 0.676 1.000 1,100 1,000 676 333,899 24,685 24,232 382,816 258,783

11 13 0.650 1.000 1,100 1,000 650 331,023 24,472 24,023 379,518 246,687

12 14 0.625 1.000 1,100 1,000 625 327,283 24,195 23,752 375,230 234,519

13 15 0.601 1.000 1,100 1,000 601 322,740 23,860 23,422 370,022 222,383

14 16 0.577 1.000 1,100 1,000 577 317,458 23,469 23,039 363,966 210,008

15 17 0.555 1.000 1,100 1,000 555 311,502 23,029 22,607 357,138 198,211

16 18 0.534 1.000 1,100 1,000 534 304,939 22,544 22,130 349,613 186,693

17 19 0.513 1.000 1,100 1,000 513 297,836 22,019 21,615 341,469 175,174

18 20 0.494 1.000 1,100 1,000 494 290,259 21,458 21,065 332,782 164,394

19 21 0.475 1.000 1,100 1,000 475 282,273 20,868 20,485 323,627 153,723

20 22 0.456 1.000 1,100 1,000 456 273,943 20,252 19,881 314,076 143,219

21 23 0.439 1.000 1,100 1,000 439 265,330 19,615 19,256 304,201 133,544

22 24 0.422 1.000 1,100 1,000 422 256,493 18,962 18,614 294,069 124,097

23 25 0.406 1.000 1,100 1,000 406 247,487 18,296 17,961 283,744 115,200

24 26 0.390 1.000 1,100 1,000 390 238,366 17,622 17,299 273,287 106,582

25 27 0.375 1.000 1,100 1,000 375 229,180 16,943 16,632 262,755 98,533

26 28 0.361 1.000 1,100 1,000 361 219,973 16,262 15,964 252,199 91,044

27 29 0.347 1.000 1,100 1,000 347 210,789 15,583 15,298 241,670 83,859

28 30 0.333 1.000 1,100 1,000 333 201,666 14,909 14,635 231,210 76,993

29 31 0.321 1.000 1,100 1,000 321 192,639 14,241 13,980 220,861 70,896

30 32 0.308 1.000 1,100 1,000 308 183,739 13,584 13,334 210,657 64,882

31 33 0.296 1.000 1,100 1,000 296 174,995 12,937 12,700 200,632 59,387

32 34 0.285 1.000 1,100 1,000 285 166,432 12,304 12,078 190,814 54,382

33 35 0.274 1.000 1,100 1,000 274 158,069 11,686 11,472 181,226 49,656

34 36 0.264 1.000 1,100 1,000 264 149,926 11,084 10,881 171,890 45,379

35 37 0.253 1.000 1,100 1,000 253 142,018 10,499 10,307 162,824 41,194

36 38 0.244 1.000 1,100 1,000 244 134,357 9,933 9,751 154,041 37,586

37 39 0.234 1.000 1,100 1,000 234 126,953 9,385 9,213 145,552 34,059

38 40 0.225 1.000 1,100 1,000 225 119,815 8,858 8,695 137,368 30,908

39 41 0.217 1.000 1,100 1,000 217 112,946 8,350 8,197 129,493 28,100

40 42 0.208 1.000 1,100 1,000 208 106,351 7,862 7,718 121,932 25,362

41 43 0.200 1.000 1,100 1,000 200 100,031 7,395 7,260 114,686 22,937

42 44 0.193 1.000 1,100 1,000 193 93,986 6,948 6,821 107,755 20,797

43 45 0.185 1.000 1,100 1,000 185 88,214 6,522 6,402 101,137 18,710

44 46 0.178 1.000 1,100 1,000 178 82,713 6,115 6,003 94,830 16,880

45 47 0.171 1.000 1,100 1,000 171 77,478 5,728 5,623 88,828 15,190

46 48 0.165 1.000 1,100 1,000 165 72,504 5,360 5,262 83,126 13,716

47 49 0.158 1.000 1,100 1,000 158 67,786 5,011 4,919 77,717 12,279

48 50 0.152 1.000 1,100 1,000 152 63,318 4,681 4,595 72,594 11,034

49 51 0.146 1.000 1,100 1,000 146 59,091 4,368 4,288 67,748 9,891

50 52 0.141 1.000 1,100 1,000 141 55,098 4,073 3,999 63,170 8,907

51 53 0.135 1.000 1,100 1,000 135 51,332 3,795 3,725 58,852 7,945

52 54 0.130 1.000 1,100 1,000 130 47,783 3,533 3,468 54,784 7,122

53 55 0.125 1.000 1,100 1,000 125 44,444 3,286 3,225 50,956 6,369

54 56 0.120 1.000 1,100 1,000 120 41,306 3,054 2,998 47,358 5,683

55 57 0.116 1.000 1,100 1,000 116 38,360 2,836 2,784 43,980 5,102

56 58 0.111 1.000 1,100 1,000 111 35,597 2,632 2,583 40,812 4,530

1,249,600 1,136,000 940,718 4 ,599 ,004計 計

便益（千円）

事業費
（維持管理

費含む）

避難・救助・災害対策効果評
価
期
間

年
度

割引率
①

デフ
レータ
②

費用（千円）
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３．効果額の算定方法 

（１）生命・財産保全・防御効果 

１）防波堤等整備に伴う津波に対する物的被害の軽減効果 

 当該地区は、南海トラフ地震が発生した場合、津波により漁港背後への浸水被害が生じる恐れがある。 

江川西防波堤等の整備に伴い、津波浸水高や流速が低減され、浸水範囲の減少が図られることにより、一般資 

産等の被害が軽減される。 

 

① 一般資産（家屋等）被害軽減 

 

※端数処理のため、各項目の和は必ずしも合計とはならない。 

 

②  一般資産（家庭用品）被害軽減 

 

※端数処理のため、各項目の和は必ずしも合計とはならない。 

 

 

 

 

 

 

家屋等平均床面積（ｍ2/戸）

家屋等数（戸）

家屋等１ｍ2当り単価 ①

被害率

　全壊 ②

　半壊 ③

全壊家屋延床面積（ｍ2）

　整備前 ④

　整備後 ⑤

半壊家屋延床面積（ｍ2）

　整備前 ⑥

　整備後 ⑦

年間便益額（千円/年） ①×(②×(④-⑤)＋③×(⑥-⑦))

平成30年住宅・土地統計調査（田辺市）

治水経済調査マニュアル（令和２年４月）

「平成２３年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的

な考え方」

区分

0.5

1,661,953

備考

102.16

32,050

「平成２３年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的

な考え方」を基に、津波シミュレーションにより算出

1.0

192.2

18,494

11,063

73,856

71,424

全壊家屋等数（戸）

　整備前 ①

　整備後 ②

半壊家屋等数（戸）

　整備前 ③

　整備後 ④

被害率

　全壊 ⑤

　半壊 ⑥

１世帯当り家庭用品評価額（千円/戸） ⑦

年間便益額（千円/年） ((①-②)×⑤+(③-④)×⑥)×⑦

「平成２３年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的

な考え方」
1.0

0.5

治水経済調査マニュアル（令和２年４月)

「平成２３年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的

な考え方」を基に、津波シミュレーションにより算出

備考

1,125,570

区分

13,242

699

723

181

108
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③  一般資産（事業所）被害軽減 

 

※１ 一般資産（事業所）被害軽減額算定表 

 

※端数処理のため、各項目の和は必ずしも合計とはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全壊の被害を受ける従業員数（合計）（人）

　整備前 ①

　整備後 ②

半壊の被害を受ける従業員数（合計）（人）

　整備前 ③

　整備後 ④

被害率

　全壊 ⑤

　半壊 ⑥

従業員1人あたり平均事業所資産額

　償却資産 ⑦

　在庫資産 ⑧

被害軽減額（償却資産）（千円） ⑨ ((①-②)×⑤+(③-④)×⑥)×⑦

被害軽減額（在庫資産）（千円） ⑩ ((①-②)×⑤+(③-④)×⑥)×⑧

被害軽減額（合計）（千円） ⑨+⑩

備考

※1

※1

区分

※1

※1

1.0

0.5

※1

※1

259,219

186,750

445,969

「平成２３年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的

な考え方」を基に、津波シミュレーションにより算出

「平成２３年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的

な考え方」

治水経済調査マニュアル（案）　令和２年４月
※1 産業別に設定

償却資産 在庫資産

整備前① 整備後② 整備前③ 整備後④ 償却資産⑦ 在庫資産⑧
{(①+②/2)-

(③+④/2)}×⑦
{(①+②/2)-

(③+④/3)}×⑧

D 建設業 10.30 6.06 47.55 44.08 1,538 3,164 9,176 18,878

E 9 食料品製造業 13.36 8.00 60.29 58.19 3,264 1,599 20,921 10,249

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 0.08 0.05 0.69 0.65 4,920 4,139 252 212

13 家具・装備品製造業 0.83 0.46 2.45 2.52 3,832 2,934 1,268 971

15 印刷・同関連業 0.46 0.27 4.14 3.91 3,735 1,020 1,147 313

21 窯業・土石製品製造業 0.10 0.04 0.72 0.55 7,446 4,806 1,091 704

24 金属製品製造業 0.66 0.30 4.65 3.73 4,198 2,809 3,472 2,324

25 はん用機械器具製造業 0.00 0.00 0.00 0.00 4,165 5,855 5 7

29 電気機械器具製造業 0.10 0.04 0.69 0.53 3,345 4,739 465 659

31 輸送用機械器具製造業 1.47 0.89 4.67 4.72 4,634 3,752 2,589 2,097

32 その他の製造業 1.13 0.81 16.28 15.72 3,639 3,693 2,155 2,187

H 運輸業、郵便業 5.90 2.86 51.11 43.37 6,349 957 43,870 6,613

I 50～55 卸売業 46.53 25.78 156.91 155.04 2,316 4,204 50,226 91,171

58 飲食料品小売業 21.48 11.73 88.18 80.85 2,263 496 30,362 6,655

59 機械器具小売業 5.55 2.96 32.10 28.72 2,263 3,531 9,689 15,119

60 その他の小売業 7.88 4.44 38.22 35.31 2,263 2,467 11,068 12,066

K 不動産業、物品賃貸業 2.74 1.70 14.31 13.34 22,647 7,773 34,442 11,821

L 学術研究、専門・技術サービス業 2.11 1.40 6.57 6.52 2,234 483 1,637 354

M 宿泊業、飲食サービス業 14.17 8.35 78.62 71.68 1,780 102 16,540 948

O 教育、学習支援業 1.45 0.84 12.57 11.65 1,575 146 1,690 157

P 医療、福祉 10.88 6.92 45.39 42.63 1,153 109 6,165 583

Q 複合サービス業 16.03 8.91 43.02 44.81 907 220 5,644 1,369

S 公務 4.30 1.73 29.28 22.64 907 220 5,343 1,296

計　　　　　　 168 95 738 691 259,219 186,750

産業分類 被害を受ける従業員数（人） 従業員1人あたり平均事業所
　　　　資産額（千円/人）

被害軽減額（千円）

大分類
符　 号

中分類
符　 号

産業名

全壊 半壊
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④ 一般資産（農漁家資産【漁船被害】）被害軽減 

 
※端数処理のため、各項目の和は必ずしも合計とはならない。 

 

⑤ 一般資産（農漁家資産【その他】）被害軽減 

 

※端数処理のため、各項目の和は必ずしも合計とはならない。 

 

⑥ 公共土木施設・公益事業等被害軽減 

 

※端数処理のため、各項目の和は必ずしも合計とはならない。 

 

 

 

対象漁船総トン数（トン） ①

被害率(%) 整備前 ②

整備後 ③

被害を受ける漁船総トン数（トン）

　整備前 ④

　整備後 ⑤

漁船建造費（千円/トン） ⑥

被害軽減額（合計）（千円） (④-⑤)×⑥

「平成２３年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的

な考え方」を基に、津波シミュレーションにより算出

①×②/100

①×③/100

153.6

125.7

3,603 造船造機統計調査

区分 備考

428.5

35.8

29.3

100,684

ヒアリング調査

農漁家1戸あたり平均事業所資産額(償却資産)(千円/戸) ①

　　　 　　　　　　　　　　　　(在庫資産)(千円/戸) ②

全壊家屋数（戸）

　整備前 ③

　整備後 ④

半壊家屋数（戸）

　整備前 ⑤

　整備後 ⑥

被害率

　全壊 ⑦

　半壊 ⑧

被害軽減額（償却資産）（千円） ⑨ ①×((③-④)×⑦+(⑤-⑥)×⑧)

被害軽減額（在庫資産）（千円） ⑩ ②×((③-④)×⑦+(⑤-⑥)×⑧)

被害軽減額（合計）（千円） ⑨+⑩

9,994

4,430

14,424

区分

1.0

0.5

備考

治水経済調査マニュアル（案）　令和２年４月

37.1

2,019

895

11.2

6.5 「平成２３年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的

な考え方」を基に、津波シミュレーションにより算出

37.6

「平成２３年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的

な考え方」

一般資産の被害額（千円） ①

公共土木施設・公益事業等被害率（一般資産被害＝100）

　公共土木施設被害率(%) ②

　公益事業等被害率(%) ③

被害軽減額（千円） ①×(②+③)/100

物的被害の軽減効果（合計）（千円） 一般資産（家屋等）～公共土木施設・公益事業等の合計

「平成２３年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的

な考え方」
180

3

6,127,939

9,476,540

区分 備考

3,348,601
一般資産（家屋等）被害軽減～
一般資産（農漁家資産【漁船被害】）被害軽減額　合計
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（２）避難・救助・災害対策効果 

   当該地区は、南海トラフ地震が発生した場合、地震、津波により漁港施設、水産協同利用施設等に倒壊や 

  浸水被害が生じる恐れがある。江川‐3.5m 岸壁や防波堤等の整備に伴い、漁港施設等の被害が軽減され、水

産業の早期復旧、再開が図られることにより、漁業生産被害（直接被害・間接被害）や漁港施設の復旧費用

が軽減される。 

１）岸壁等の整備に伴う漁業生産被害の軽減効果 

① 漁業生産被害（直接被害）の軽減 

 

※端数処理のため、各項目の和は必ずしも合計とはならない。 

 

②  漁業生産被害（間接被害）の軽減 

 

※端数処理のため、各項目の和は必ずしも合計とはならない。 

 

 

 

　　漁業施設等対象施設額（千円） ① ヒアリング調査

　　施設被害率（全壊）(%)

　　　整備前 ②

　　　整備後 ③

　　施設被害率（半壊）(%)

　　　整備前 ④

　　　整備後 ⑤

　　被害額（千円）

　　　整備前 ⑥ ①×（②+④×0.5）/100

　　　整備後 ⑦ ①×（③+⑤×0.5）/100

被害軽減額（千円） ⑧ ⑥-⑦

b.漁業生産被害額

　　粗付加価値額比率 ⑨ 平成27年産業連関表和歌山県 

　　通常時漁業生産額（千円） ⑩

　　被災時漁業生産額（千円）

　　　整備前 ⑪

　　　整備後 ⑫

被害軽減額（千円） ⑬ (⑫-⑪)×⑨

漁業生産被害額（直接被害）（合計）（千円） ⑧+⑬

262,454

474,259

211,805

0.52

1,514,160 平成27年～令和元年港勢調査の漁業生産額平均値より算出

「平成２３年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的

な考え方」を基に、津波シミュレーションにより算出
757,080

1,261,800

1,905,289

「平成２３年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対
策の基本的な考え方」を基に、津波シミュレーションにより各
施設ごとに算出

38.7

23.6

1,193,006

981,201

区分 備考

a.漁業関連施設等被害軽減額 (対象施設)荷捌所,漁船修理場,冷蔵冷凍施設、製氷施設等

47.8

55.7

　漁業生産減少額（千円）

　　整備前 ①

　　整備後 ②

一次波及効果被害軽減額（千円） ③

二次波及効果被害軽減額（千円） ④

漁業生産被害額（間接被害）（合計）（千円） ③+④

漁業生産被害の軽減効果（合計）（千円） 直接生産被害額、間接生産被害額の合計

※2漁業生産被害（間接被害）軽減額算定表より算出
71,710

213,480

687,739

757,080

252,360

141,770

「平成２３年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的

な考え方」を基に、津波シミュレーションにより算出

区分 備考
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※２ 漁業生産被害（間接被害）軽減額算定表  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理のため、各項目の和は必ずしも合計とはならない。 

 

 

整備前
①

整備後
①'

② ③ ④ ⑤ ⑥
整備前
⑦

整備後
⑦'

整備前
⑧

整備後
⑧'

整備前
⑨

整備後
⑨'

整備前
⑩

整備後
⑩'

分類
番号

部門名 ①×② ①'×②
①×③×⑥
×逆行列

②×③×⑥
×逆行列

⑧×② ⑧'×②
Σ(⑦+⑨)×0.726
×⑤×⑥×逆行列

Σ(⑦'+⑨')×0.726
×⑤×⑥×逆行列

011 耕種農業 0 0 9.12 0.00000 1,836,800 0.90 33.71 0 0 -736 -245 -67 -22 -616 -205
012 畜産 0 0 7.64 0.00000 191,200 0.09 28.59 0 0 -31 -10 -2 -1 -57 -19
013 農業サービス 0 0 35.74 0.00000 103,000 0.05 100.00 0 0 -30 -10 -11 -4 -96 -32
015 林業 0 0 25.21 0.00017 115,400 0.06 62.77 0 0 -128 -43 -32 -11 -62 -21
017 漁業 -757,080 -252,360 17.14 0.05516 262,300 0.13 48.32 -129,751 -43,250 -20,855 -6,952 -3,574 -1,191 -144 -48
062 その他の鉱業 0 0 25.19 0.00000 -3,900 0.00 2.02 0 0 -4 -1 -1 0 0 0
111 食料品 0 0 19.04 0.03876 14,412,700 7.06 23.70 0 0 -7,682 -2,561 -1,463 -488 -2,544 -848
112 飲料 0 0 10.63 0.01074 2,930,800 1.43 18.59 0 0 -1,586 -529 -169 -56 -442 -147
113 飼料・有機質肥料(別掲を除く。) 0 0 8.29 0.06620 130,600 0.06 6.28 0 0 -3,241 -1,080 -269 -90 -8 -3
114 たばこ 0 0 0.00 0.00000 2,517,800 1.23 0.00 0 0 0 0 0 0 0 0
151 繊維工業製品 0 0 16.89 0.01236 41,800 0.02 13.56 0 0 -1,388 -463 -234 -78 -12 -4
152 衣服・その他の繊維既製品 0 0 23.13 0.00555 3,020,300 1.48 5.96 0 0 -284 -95 -66 -22 -127 -42
161 木材・木製品 0 0 14.94 0.00144 33,100 0.02 22.63 0 0 -322 -107 -48 -16 -18 -6
162 家具・装備品 0 0 28.51 0.00035 72,300 0.04 20.33 0 0 -116 -39 -33 -11 -50 -17
163 パルプ・紙・板紙・加工紙 0 0 9.95 0.00029 -72,900 -0.04 26.51 0 0 -241 -80 -24 -8 -30 -10
164 紙加工品 0 0 19.61 0.00144 172,000 0.08 40.89 0 0 -829 -276 -163 -54 -174 -58
191 印刷・製版・製本 0 0 28.15 0.00052 28,200 0.01 34.25 0 0 -447 -149 -126 -42 -182 -61
201 化学肥料 0 0 4.20 0.00000 6,100 0.00 8.79 0 0 -3 -1 0 0 -3 -1
202 無機化学工業製品 0 0 6.01 0.00156 5,800 0.00 49.76 0 0 -800 -267 -48 -16 -37 -12
203 石油化学系基礎製品 0 0 1.38 0.00000 0 0.00 48.04 0 0 -9 -3 0 0 -2 -1

204
有機化学工業製品(石油化学
系基礎製品・合成樹脂を除
く。)

0 0 8.09 0.00000 100 0.00 10.61 0 0 -34 -11 -3 -1 -7 -2

205 合成樹脂 0 0 10.26 0.00000 0 0.00 6.95 0 0 -17 -6 -2 -1 -1 0
207 医薬品 0 0 9.31 0.00722 365,200 0.18 1.25 0 0 -70 -23 -7 -2 -12 -4
208 化学最終製品(医薬品を除く。) 0 0 10.46 0.00416 1,335,200 0.65 30.90 0 0 -1,449 -483 -152 -51 -346 -115
211 石油製品 0 0 1.65 0.04459 4,336,200 2.12 38.23 0 0 -16,605 -5,535 -274 -91 -1,447 -482
212 石炭製品 0 0 0.35 0.00000 -900 0.00 45.60 0 0 -90 -30 0 0 -24 -8
221 プラスチック製品 0 0 25.77 0.01346 248,900 0.12 13.33 0 0 -1,595 -532 -411 -137 -85 -28
222 ゴム製品 0 0 25.98 0.00087 371,900 0.18 7.16 0 0 -101 -34 -26 -9 -31 -10
231 なめし革・革製品・毛皮 0 0 25.80 0.00029 741,800 0.36 4.89 0 0 -13 -4 -3 -1 -25 -8
251 ガラス・ガラス製品 0 0 17.78 0.00000 16,100 0.01 8.96 0 0 -11 -4 -2 -1 -4 -1
252 セメント・セメント製品 0 0 13.09 0.00000 1,100 0.00 53.73 0 0 -96 -32 -13 -4 -19 -6
253 陶磁器 0 0 36.47 0.00000 15,400 0.01 1.87 0 0 0 0 0 0 0 0
259 その他の窯業・土石製品 0 0 21.25 0.00006 61,900 0.03 31.41 0 0 -44 -15 -9 -3 -24 -8
261 銑鉄・粗鋼 0 0 3.49 0.00000 -15,000 -0.01 96.63 0 0 -1,235 -412 -43 -14 -40 -13
262 鋼材 0 0 5.31 0.00006 0 0.00 72.92 0 0 -2,324 -775 -123 -41 -105 -35
263 鋳鍛造品（鉄） 0 0 18.85 0.00017 0 0.00 7.76 0 0 -19 -6 -4 -1 0 0
269 その他の鉄鋼製品 0 0 10.42 0.00000 0 0.00 38.61 0 0 -119 -40 -12 -4 -5 -2
271 非鉄金属製錬・精製 0 0 10.07 0.00000 108,700 0.05 -6.20 0 0 5 2 0 0 5 2
272 非鉄金属加工製品 0 0 20.03 0.00000 5,400 0.00 6.47 0 0 -13 -4 -3 -1 -3 -1
281 建設用・建築用金属製品 0 0 24.12 0.00017 17,000 0.01 12.47 0 0 -49 -16 -12 -4 -9 -3
289 その他の金属製品 0 0 31.60 0.00139 179,700 0.09 15.10 0 0 -286 -95 -90 -30 -51 -17
291 はん用機械 0 0 13.11 0.00000 9,500 0.00 24.42 0 0 -117 -39 -15 -5 -25 -8
301 生産用機械 0 0 25.22 0.00000 5,500 0.00 15.02 0 0 -43 -14 -11 -4 -13 -4
311 業務用機械 0 0 23.88 0.00000 80,400 0.04 9.69 0 0 -14 -5 -3 -1 -17 -6
321 電子デバイス 0 0 0.00 0.00000 1,100 0.00 0.00 0 0 0 0 0 0 0 0
329 その他の電子部品 0 0 37.64 0.00000 97,100 0.05 16.91 0 0 -37 -12 -14 -5 -24 -8
331 産業用電気機器 0 0 31.56 0.00058 5,400 0.00 7.19 0 0 -54 -18 -17 -6 -3 -1
332 民生用電気機器 0 0 13.06 0.00000 1,798,800 0.88 1.17 0 0 0 0 0 0 -13 -4
333 電子応用装置・電気計測器 0 0 28.90 0.00000 100 0.00 0.95 0 0 0 0 0 0 0 0
339 その他の電気機械 0 0 24.37 0.00069 429,300 0.21 28.66 0 0 -177 -59 -43 -14 -87 -29
341 通信・映像・音響機器 0 0 19.97 0.00006 1,916,000 0.94 0.28 0 0 0 0 0 0 -3 -1
342 電子計算機・同附属装置 0 0 2.40 0.00000 414,100 0.20 0.18 0 0 0 0 0 0 0 0
351 乗用車 0 0 0.00 0.00000 4,070,600 1.99 0.00 0 0 0 0 0 0 0 0
352 その他の自動車 0 0 0.00 0.00000 272,400 0.13 0.00 0 0 0 0 0 0 0 0
353 自動車部品・同附属品 0 0 29.90 0.00000 8,100 0.00 3.88 0 0 -50 -17 -15 -5 -19 -6
354 船舶・同修理 0 0 40.84 0.04015 11,100 0.01 67.43 0 0 -21,843 -7,281 -8,920 -2,973 -11 -4
359 その他の輸送機械・同修理 0 0 44.99 0.00000 98,400 0.05 0.13 0 0 0 0 0 0 0 0
391 その他の製造工業製品 0 0 30.62 0.00503 1,075,000 0.53 9.51 0 0 -402 -134 -123 -41 -80 -27
392 再生資源回収・加工処理 0 0 23.63 0.00000 83,100 0.04 100.00 0 0 -98 -33 -23 -8 -79 -26
412 建設補修 0 0 33.41 0.00092 0 0.00 100.00 0 0 -1,411 -470 -471 -157 -615 -205
461 電力 0 0 3.41 0.01022 4,851,100 2.37 88.67 0 0 -9,762 -3,254 -333 -111 -4,202 -1,401
462 ガス・熱供給 0 0 2.26 0.00000 468,800 0.23 97.25 0 0 -348 -116 -8 -3 -590 -197
471 水道 0 0 13.95 0.00023 3,124,800 1.53 100.00 0 0 -832 -277 -116 -39 -2,450 -817
481 廃棄物処理 0 0 47.10 0.00006 159,000 0.08 96.66 0 0 -570 -190 -269 -90 -519 -173
511 商業 0 0 38.93 0.06816 34,406,900 16.84 58.88 0 0 -35,080 -11,693 -13,657 -4,552 -14,429 -4,810
531 金融・保険 0 0 31.29 0.01086 11,774,400 5.76 85.20 0 0 -9,979 -3,326 -3,123 -1,041 -9,243 -3,081
551 不動産仲介及び賃貸 0 0 12.59 0.00081 263,500 0.13 89.49 0 0 -2,982 -994 -375 -125 -1,600 -533
552 住宅賃貸料 0 0 15.64 0.00000 4,877,400 2.39 100.00 0 0 0 0 0 0 -3,103 -1,034
553 住宅賃貸料（帰属家賃） 0 0 0.00 0.00000 35,139,700 17.20 100.00 0 0 0 0 0 0 -22,353 -7,451
571 鉄道輸送 0 0 24.12 0.00075 1,950,100 0.95 35.77 0 0 -379 -126 -92 -31 -548 -183
572 道路輸送（自家輸送を除く。） 0 0 52.53 0.01357 4,526,000 2.22 58.76 0 0 -7,036 -2,345 -3,696 -1,232 -2,105 -702
573 自家輸送 0 0 0.00 0.02166 0 0.00 100.00 0 0 -19,483 -6,494 0 0 -1,316 -439
574 水運 0 0 7.61 0.00208 124,800 0.06 45.31 0 0 -1,135 -378 -86 -29 -92 -31
575 航空輸送 0 0 2.28 0.00023 848,800 0.42 2.70 0 0 -11 -4 0 0 -18 -6
576 貨物利用運送 0 0 33.48 0.00121 139,800 0.07 21.02 0 0 -223 -74 -75 -25 -28 -9
577 倉庫 0 0 23.61 0.00260 166,100 0.08 59.94 0 0 -1,482 -494 -350 -117 -140 -47
578 運輸附帯サービス 0 0 23.31 0.00150 1,540,300 0.75 66.09 0 0 -2,731 -910 -637 -212 -862 -287
579 郵便・信書便 0 0 66.37 0.00017 130,600 0.06 83.02 0 0 -297 -99 -197 -66 -224 -75
591 通信 0 0 3.37 0.00237 6,484,000 3.17 93.18 0 0 -3,304 -1,101 -111 -37 -5,231 -1,744
592 放送 0 0 15.48 0.00000 1,045,800 0.51 69.30 0 0 -79 -26 -12 -4 -566 -189
593 情報サービス 0 0 35.98 0.00133 724,100 0.35 13.03 0 0 -374 -125 -135 -45 -217 -72
594 インターネット附随サービス 0 0 16.35 0.00012 587,700 0.29 33.96 0 0 -175 -58 -29 -10 -221 -74
595 映像・音声・文字情報制作 0 0 23.61 0.00104 838,800 0.41 22.31 0 0 -303 -101 -71 -24 -226 -75
611 公務 0 0 35.85 0.00000 893,800 0.44 100.00 0 0 -850 -283 -305 -102 -619 -206
631 教育 0 0 61.62 0.00000 3,923,300 1.92 91.38 0 0 -116 -39 -71 -24 -2,334 -778
632 研究 0 0 36.89 0.00000 51,400 0.03 95.50 0 0 0 0 0 0 -31 -10
641 医療 0 0 45.89 0.00000 6,211,600 3.04 99.99 0 0 0 0 0 0 -3,979 -1,326
642 保健衛生 0 0 56.21 0.00000 32,100 0.02 100.00 0 0 -55 -18 -31 -10 -105 -35
643 社会保険・社会福祉 0 0 63.51 0.00000 4,543,800 2.22 100.00 0 0 0 0 0 0 -2,890 -963
644 介護 0 0 63.62 0.00000 561,900 0.28 100.00 0 0 0 0 0 0 -357 -119
659 他に分類されない会員制団体 0 0 49.59 0.00849 2,607,600 1.28 97.62 0 0 -6,792 -2,264 -3,368 -1,123 -1,766 -589
661 物品賃貸サービス 0 0 12.83 0.00133 151,300 0.07 38.53 0 0 -1,694 -565 -217 -72 -315 -105
662 広告 0 0 13.92 0.00069 2,800 0.00 10.39 0 0 -186 -62 -26 -9 -98 -33
663 自動車整備・機械修理 0 0 33.06 0.00266 3,102,500 1.52 87.55 0 0 -6,263 -2,088 -2,071 -690 -2,382 -794
669 その他の対事業所サービス 0 0 43.38 0.00676 472,300 0.23 45.66 0 0 -5,483 -1,828 -2,379 -793 -2,115 -705
671 宿泊業 0 0 24.53 0.00000 1,617,800 0.79 8.16 0 0 0 0 0 0 -84 -28
672 飲食サービス 0 0 28.28 0.00000 11,852,400 5.80 77.39 0 0 0 0 0 0 -5,882 -1,961
673 洗濯・理容・美容・浴場業 0 0 27.07 0.00000 2,636,600 1.29 86.62 0 0 -13 -4 -3 -1 -1,573 -524
674 娯楽サービス 0 0 22.30 0.00000 4,263,300 2.09 83.88 0 0 -17 -6 -4 -1 -2,323 -774
679 その他の対個人サービス 0 0 28.26 0.00087 3,204,100 1.57 99.59 0 0 -750 -250 -212 -71 -2,106 -702
681 事務用品 0 0 0.00 0.00104 0 0.00 99.99 0 0 -1,057 -352 0 0 -167 -56
691 分類不明 0 0 0.00 0.00838 6,800 0.00 76.56 0 0 -5,665 -1,888 0 0 -336 -112

-757,080 -252,360 204,276,000 -129 ,751 -43,250 -212 ,650 -70 ,880 -49,231 -16 ,410 -107 ,570 -35,860

141,770 71,710

計

波及効果による被害軽減額

直接効果 一次波及効果 二次波及効果

雇用者所得誘発額 生産誘発額 雇用者所得誘発額 生産誘発額

県内最終需要増加額
＝直接生産誘発額

雇用者所
得率（％）

投入係数
民間消費支出

構成
民間消費支出
構成比(％）

県内自給率
（％）



【整理番号１】 
 

 

２）岸壁等の整備に伴う漁港施設被害の軽減効果 

 

 

 

（３）地震発生確率の考え方 

 

 

 

 

 

　築造当時の建設費（千円）：税抜 ① 漁港施設台帳

　建設費の現在価値化（千円）：税抜 ② ①×デフレータ（2020漁港漁場漁村ポケットブック）

　復旧期間（年） ③

被害軽減額 ②×(1+(1/1.04)+(1/1.04^2))÷③

区分

3

700,585

備考

362,542

728,235

区分 備考 
 地震発生確率については『平成 23
年東日本大震災を踏まえた漁港施

設の地震・津波対策の基本的な考え

方 H26.1.23 最終改正 25水港第

2583 号』に基づき算出している。 
 今回、地震・津波対策のため行っ

た津波シミュレーションは南海ト

ラフ地震という特定の地震による

津波を対象としていることから前

述の『・・・基本的な考え方』58/98
頁に示す（手法 2-②の発生確率）に

基づき施設耐用年数の平均地震発

生確率を算定し、（1）生命・財産保

全・防御効果及び（2）避難・救助・

災害対策効果における年間被害軽

減額を算定する。 
 
・施設耐用年数 50 年間の平均地震

発生確率＝0.0191 
・活動間隔のばらつきα=0.22 
・平均活動間隔μ=88.2（年） 
・経過時間 T=76（年） 

 
出典：『平成 23 年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的な

考え方 H26.1.23 25 水港第 2583 号』 58/98 頁 



【整理番号１】 
 

 

 

（４）年間標準便益 

 
※端数処理のため、各項目の和は必ずしも合計とはならない。 

※平均地震発生確率は、（３）により、算定。 

 

生命・財産保全・防御
効果

物的被害の軽減 9,476,540 181,184

漁業生産被害の軽減 687,739 0.0191 13,149

漁港施設被害の軽減 700,585 13,395

10,864,864 ― 207,728計

避難・救助・災害対策
効果

区分
効果

被害軽減額 平均地震発生確率 年間標準便益
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